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山野参考人提供資料  

平成３０年１０月１７日 

建設企業の活性化について 

 

１ 安定した公共事業予算の確保 

・地域の建設業は、公共事業への依存度は極めて高い 

・安定した企業経営のためには安定した公共事業予算は不可欠  

（持続可能な企業経営のために） 

 来年度の状況が不透明であっては、 

・中長期的な経営計画、雇用計画の立案が困難 

・働き方改革や生産性向上といった喫緊の課題解決への投資すら困難  

・５年程度先を見据えた公共事業予算の方針が不可欠 

（雇用の確保のために） 

・新規入職には継続的な雇用による土木建築系工業高校からの信頼が必要 

・学校関係者と信頼関係構築し地域の雇用の確保 

（地域を守るために） 

・建設業の責務である「地域の防災力の維持」のため人員、資機材を常備 

・個々の企業に緊急対応の体制整備を期待するには限界 

・建設業協会の組織力の維持と強化の取り組み 

・地域の防災力の維持には、現在の予算状況は限界状態 

（課題） 

・地域の防災力を維持し、雇用を創出するといった建設業の責務を果たすため、 

企業経営の安定の基礎となる、安定的な公共事業予算 

 

２ 働き方改革の実現に向けた支援 

・建設業では罰則付き時間外規制への対応が５年間猶予 

・若者の雇用確保等から週休２日の確保などの働き方改革を早期実現 

（国土交通省） 

・長時間労働の是正、給与・社会保険、生産性向上の３つを一体取り組み 

・従来のシステムの枠にとらわれない新しい施策が必要 

（労働環境の現状） 

・建設業は全産業平均と比較して年間 300 時間以上の長時間労働 

・週休２日も約１割 

・技能労働者の多くは日給月給であり、就労日数の減は給料に反映 

・建設業では現場への直行直帰 

・労務管理は現場代理人が行うが、技術者の施工実績の確保のため 

現場代理人は若手技術者 
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（生産性の低下は確実） 

・週休２日制の導入により１週あたりの作業時間が５／６ 

・２日間の現場閉所のため、安全対策作業の増大 

（工期への影響） 

・現場の工事内容を基本とした施工計画から 

・残業時間の上限値を考慮した労働時間を優先した施工計画へ変換 

（課題） 

・従来の枠にとらわれない新しい実効性のある施策 

 

３ 災害対応空白地域への対応 

【新三重県建設産業活性化プラン】 

大規模災害発生後に迅速に復旧・復興作業に対応するため地域を支える建設企

業の育成されるよう発注方法の見直しに取り組みます。 

【発注方法の見直し】 

災害対応空白地域解消のため工事場所選定の工夫も含まれると考えています。 

（現状） 

・工事個所の減少にともない、工事場所の偏りへの対応が不十分 

・客観指標を重視の工事場所選定の結果、災害対応空白地域対策が不十分  

・三重県の発注規則は、一定規模以下の工事について地元建設業 

・工事発注がなければ、地元建設業に配慮する発注規則は機能しない 

（課題） 

・災害対応空白地域、工事空白地域に配慮した工事発注 

 

４－１ 発注時期の平準化 

・各発注機関（国、県等）がそれぞれ施工時期の平準化に取り組み 

・国、県がそれぞれ早期発注に取り組んだ結果、第２四半期に入札が集中  

（施工時期平準化取り組みの弊害） 

・発注者は予算事務や精算事務の繁忙期に発注事務 

・受注者は工事完成関連事務の繁忙期に入札事務 

・施工中の工事の進捗にも影響することも懸念 

（課題：発注時期の平準化） 

・国の早期発注は第２四半期 

・県の発注は第３四半期 

・県工事は明許繰越や債務負担行為により、発注時期と施工時期の平準化  
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４－２ 複数年契約の促進 

（地域維持型 IV と複数年契約の現状） 

・地域維持型 JV への地域維持管理型業務委託の改善と拡大 

・地域維持型 JV と複数年契約の拡大 

 （建設業の役割） 

・施設管理者に代わり公共土木施設の適切な管理 

・継続的に公共土木施設管理は、災害の未然防止や早期復旧 

・計画的な人員と資機材の準備 

（課題：道路舗装維持工事の複数年契約） 

・道路舗装など地域維持型 JV の対象とならない業務への複数年契約拡大 

 

５－１適切な低入札調査基準価格と最低制限価格の設定 

（現状：総合評価と価格競争の違い） 

（総合評価方式の現状） 

・総合評価落札方式の低入札価格調査基準価格算出式を独自式 

・低入札価格調査基準価格の上限値の撤廃 

 （価格競争の現状） 

・最低制限価格の算出式は独自式 

・最低制限価格相当額が９割を超えた場合、予定価格の９割上限 

・多くの価格競争入札では、応札額９割でくじ引きにより落札者決定  

（課題：価格競争・最低制限価格の上限値撤廃） 

 ・低入札価格調査基準価格と同様に、最低制限価格上限値の撤廃 

 

５－２ 予定価格の事後公表結果の評価と制度改正 

（予定価格事後公表拡大の現状） 

・発注業種を土木一式から全業種への拡大 

・土木一式工事においては価格競争の工事にも適用 

・各建設事務所の発注工事の半数程度を事後公表 

・予定価格事後公表の入札に参加する建設業の範囲や業者数が増大  

（課題：予定価格事後公表拡大の検証・評価） 

・予定価格の事後公表への改正は、受発注者双方の入札事務に影響 

・予定価格の事前公表を前提とした入札契約制度の検証 

 

６ 総合評価一括審査方式等の拡大 

・総合評価落札方式の工事では「一括審査方式」 

・最低価格落札方式（価格競争）の工事では「一抜け方式」 
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７ 総合評価方式の見直し 

（現状） 

・総合評価方式対象工事の拡大に取り組み 

※成果：落札率の改善やくじ引きの減少など 

・総合評価の事務軽減のため評価方法の改善 

（評価） 

・適正な落札業者選定、技術力等の評価には事務負担が必要  

・一般競争での極端に簡易な総合評価は適正な業者選定の支障  

（入札契約制度の改正） 

・最低制限価格の引き上げ 

・予定価格の事後公表 

・一括審査方式など 

・成果：落札率の改善や事務負担の軽減 

（課題） 

 ・適正な業者選定の視点で抜本的な見直し 

 

８ 建設現場の生産性の向上 

（建設現場の生産性の向上取り組み） 

・建設業の長時間労働、女性活躍の場の創出などの課題解決の取り組み 

・国土交通省発注の一定規模以上の ICT 活用土工工事では効果確認 

・県発注の ICT 活用工事の小規模工事への適用の課題 

・中小建設企業に負担となる ICT 機器の導入支援 

・小規模土工の実態を踏まえた積算への改善 

・書類の簡素化、監督・検査の合理化 

・すでに、国発注の ICT 活用工事の実績を有する企業も多い 

・建設企業のほうが、県建設事務所よりも現場対応実績がある 

（課題） 

・実績のある企業からの意見を参考とした現場施工 

・積算や監督・検査の仕組み改善し ICT 活用効果を最大限に発揮 


